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地域社会の現状・課題と将来予測の共有について

（２）大学等進学などに伴う人口動態の変化



（出典）1920年～2015年：「人口推計」（総務省）、2020年～2065年：「日本の将来推計人口（平成29年推計）」（国立社会保障・人口問題研究所）

※推計値は出生中位（死亡中位）推計による。実績値の1950年～1970年には沖縄県を含まない。
1945年については、1～15歳を年少人口、16～65歳を生産年齢人口、66歳以上を老年人口としている。

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

1920 1925 1930 1935 1940 1945 1950 1955 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050 2055 2060 2065

0～14歳（年少人口） 15～64歳（生産年齢人口） 65歳以上（老年人口）

国立社会保障・人口問題研究所の予測では、少子高齢化の進行により、
2040年には年少人口が1,194万人、生産年齢人口が5,978万人まで減少し、我が国の総人口の三分の一以上が65歳以上となる。

（千人）

1,194万人
（10.8％）

3,921万人
（35.3％）

5,978万人
（53.9％）

推計値

3,619万人
（28.9）

7,406万人
（59.1％）

1,508万人
（12％）
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人口の推移と将来推計



（出典）2031（令和13）年以前は文部科学省「学校基本統計」※2019（令和元）年～2031（令和13）年は令和元年度学校基本統計速報値
2032（令和14）年以降は国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成29年推計）（出生中位・死亡中位）」を基に作成
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我が国の18歳人口の推移を見ると、1992年以降右肩下がりを続け、2009年から2018年までほぼ横ばいで推移している。
2018年以降再び減少局面に突入しており、今後、2032年には初めて100万人を割って約98万人となり、さらに2040年には約88万
人にまで減少するという推計もある。
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１８歳人口（男女別）の将来推計（出生中位・死亡中位）



（出典）国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成30年推計）」を基に作成

2015年と比べて、2040年は東京都と沖縄県を除く全ての道府県で総人口が減少することが見込まれる。
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20-24歳都道府県間転入超過数

20-24歳を除く都道府県転入超過者数
16,754

（出典）総務省統計局「住民基本台帳人口移動報告」 （2019年）を基に作成
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流出超過：41道府県

（人）
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三大都市圏を中心に転入超過が続いており、東京都では全体のおよそ70％が20～24歳の若い世代となっている。

「20～24歳」における都道府県間人口移動（※外国人移動者を含む）
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20-24歳都道府県間転入超過数

20-24歳を除く都道府県転入超過者数

（出典）総務省統計局「住民基本台帳人口移動報告」 （2019年）を基に作成
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三大都市圏を中心に転入超過が続いており、東京都では全体のおよそ70％が20～24歳の若い世代となっている。

「20～24歳」における都道府県間人口移動（※外国人移動者を含まない）
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人

進学率１(大学＋短大＋高専＋専門学校）

収容力（大学＋短大）※現役のみ

現役志願率（大学＋短大）

進学率２（大学＋短大）

短大入学者数（万人）

専門学校入学者数（万人）

高校等卒業者数（万人）

18歳人口（万人）

高専４年次在学者数

大学入学者数（万人）

● 18歳人口 ＝ ３年前の中学校卒業者数及び中等教育学校前期課程修了者数
● 進学率１ ＝ 当該年度の大学・短大・専門学校の入学者、高専４年次在学者数

18歳人口
● 進学率２ ＝ 当該年度の大学・短大の入学者数

18歳人口
○ 高校等卒業者数 ＝ 高等学校卒業者数及び中等教育学校後期課程修了者数
○ 現役志願率 ＝ 当該年度の高校等卒業者数のうち大学・短大へ願書を提出した者の数

当該年度の高校等卒業者数
○ 収容力（※現役のみ） ＝ 当該年度の大学・短大進学者数（※現役のみ）

当該年度の大学・短大志願者数（※現役のみ）

出典：文部科学省「学校基本統計」令和14年～22年度については国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成29年推計）（出生中位・死亡中位）」を元に作成
※進学率、現役志願率については、小数点以下第２位を四捨五入しているため、内訳の計と合計が一致しない場合がある。

18歳人口は、平成21～令和2年頃までほぼ横ばいで推移するが、令和3年頃から再
び減少局面に突入し、令和22年には約88万人まで減少することが予測されている。

年

大 学:         53.7%     
短 大:           4.4%         
高専４年次:    0.9%
専門学校:    23.8%

大学: 56.8% 
短大:   4.4%

大学: 53.7%
短大:   4.4%

大学:88.0%
短大: 98.3%

18歳人口と高等教育機関への進学率等の推移
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(

％
）

○都道府県別高校新卒者の大学進学率

出典：文部科学省「学校基本統計（平成17年度版）」
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都道府県別の大学進学率（現役進学者のみ）は地域によって差があるが、2005年と比較すると全ての県で上昇している。

都道府県別大学進学率の変化（現役進学者のみ）
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○都道府県別の大学進学率（過年度卒業者等を含む）

出典：文部科学省「学校基本統計（平成17年度版）」

都道府県別大学進学率の変化（過年度卒業者等を含む）
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出典：文部科学省「学校基本統計」

（計算式） 当該年度の大学進学者（過年度卒業者等を含む）

１８歳人口

※18歳人口：３年前の中学校卒業者数及び中等教育学校前期課程修了者数

2019年

都道府県別の過年度卒業者等も含む大学進学率は、地域によって差があるが、平成17年と比較すると全体的に上昇している。
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男女別・都道府県別大学進学率
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（出典）文部科学省「令和元年度学校基本統計」

（％）
● 大学進学率 ＝ 令和元年度の大学入学者数（男女別）

18歳人口（男女別）
● 18歳人口 ＝ ３年前の中学校卒業者数及び中等教育学校前期課程修了者数

大学進学率を男女別にみると、東京都と徳島県を除く45道府県で男性の方が女性よりも高く、男女の進学率の差は①山梨県
（14.3ポイント）、②北海道（11.4ポイント）、③埼玉県（11.4ポイント）、④千葉県（8.9ポイント）の順に高い。

37



1.3 1.5 1.2 
0.8 

1.3 1.3 
0.7 

0.4 0.6 
1.0 

0.5 0.6 0.5 0.4 
1.0 

2.3 

1.1 
0.5 

1.3 
1.8 1.9 

0.7 0.5 
1.0 1.1 

1.6 
0.9 1.0 1.0 0.7 

3.3 

0.9 
0.5 0.4 

0.8 
1.4 

0.8 
1.4 1.1 1.2 

0.7 0.6 0.5 

1.5 
0.8 0.9 0.7 0.8 

8.6 
9.1 

8.3 
7.6 

11.4 

10.4 
10.1 

5.4 

8.6 8.4 

7.4 

6.1 

4.0 

6.2 

7.1 

12.7 

11.5 

9.3 
10.0 

13.3 

9.6 

6.8 7.0 

8.7 
9.4 

7.7 

9.4 

7.2 

8.7 
9.1 

10.3 10.3 

7.6 

5.9 

9.4 

6.8 

9.1 
8.5 

10.3 

8.3 8.5 
7.8 

5.6 

13.6 

9.5 

14.3 

6.4 

7.8 

0

2

4

6

8

10

12

14

16

北
海
道

青
森

岩
手

宮
城

秋
田

山
形

福
島

茨
城

栃
木

群
馬

埼
玉

千
葉

東
京

神
奈
川

新
潟

富
山

石
川

福
井

山
梨

長
野

岐
阜

静
岡

愛
知

三
重

滋
賀

京
都

大
阪

兵
庫

奈
良

和
歌
山

鳥
取

島
根

岡
山

広
島

山
口

徳
島

香
川

愛
媛

高
知

福
岡

佐
賀

長
崎

熊
本

大
分

宮
崎

鹿
児
島

沖
縄

全
国

（％） ● 大学進学率 ＝ 令和元年度の短期大学入学者数（男女別）
18歳人口（男女別）

● 18歳人口 ＝ ３年前の中学校卒業者数及び中等教育学校前期課程修了者数
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短期大学進学率を男女別にみると、全都道府県で女性が男性を上回っており、全国的には女性が7.8％、男性が0.8％となってい
る。女性の短期大学進学率は、①鹿児島県（14.3％）、②大分県（13.6％）、③長野県（13.3％）の順に高くなっている。

（出典）文部科学省「令和元年度学校基本統計」

男女別・都道府県別短期大学進学率
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※4年制大学、短期大学、専門学校それぞれに進学した者の割合は小数点以下を
切上げた値を示している。

20.6ポイントの差

４年制大学

短期大学

専門学校

% （計算式） 直ちに大学、短大、専門学校に進学した者

高等学校卒業者＋中等教育学校後期課程修了者

（出典）文部科学省「令和元年度学校基本統計」

79

58

都道府県別高校新卒者の４年制大学、短期大学、専門学校への進学率

専門学校

短期大学

４年制大学

39

令和元年度の都道府県別高校新卒者の４年制大学、短期大学、専門学校への進学率は、京都（78.8%）が最も高く、山口（58.2%）
が最も低い。京都と山口では20.6ポイントの差。



（出典）○大学入学定員数：文部科学省調べ（※各県（学部の所在地による）に所在する大学の入学定員）
○大学進学希望者数：文部科学省「学校基本統計（平成30年度）」
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（％）

○大学進学者収容力
＝（各県の大学入学定員／各県の大学進学希望者数）×100

40

各県の大学進学希望者に対する収容力は、東京都と京都府で150％を上回っているほか、9県でも90％を超えている。他方で、
50％に満たない県も９県ある。

都道府県別大学進学者収容力（対大学進学希望者）



（出典）○大学入学定員数：文部科学省調べ（※各県（学部の所在地による）に所在する大学の入学定員）
○１８歳人口： ３年前の中学校卒業者数及び中等教育学校前期課程修了者数
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（％）

○大学進学者収容力
＝（各県の大学入学定員／各県の１８歳人口）×100

41

各県の１８歳人口に対する収容力は東京都と京都府を除く全ての県で100％を下回っており、その多くの県では５０％未満と
なっている。

都道府県別大学進学者収容力（対１８歳人口）
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私立大学における地域別の入学定員充足率
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43（出典）日本私立学校振興・共済事業団「私立大学・短期大学等入学志願動向」を基に作成

私立短期大学における地域別の入学定員充足率
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自県 域内 東京圏（東京・神奈川・千葉・埼玉） その他

（出典）文部科学省「令和元年度学校基本統計」

都道府県別高卒者の大学進学先

※地域区分：北海道、東北、関東（東京圏除く）、東京圏、甲信越、北陸、東海、近畿、中国四国、九州
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東京圏の大学には東京圏をはじめとする東日本からの進学が多い。また、西日本では、地域ブロックの中心となる府県への進学が多
い。



（出典）文部科学省「学校基本統計」
（※）自県進学率：各県における当該年度の大学（短期大学）進学者数（※過年度卒業者等を含む）のうち、自県に所在する大学（短期大学）に進学した者の数
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大学・短期大学の自県進学率（※）は近年増加傾向にあり、令和元年度は大学：44.4％、短期大学：68.7％となっている。

大学・短期大学の自県進学率の推移



大学進学時の都道府県別流入・流出者数
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千 （計算式）
（県外からの大学進学者数 － 県内高校から県外への大学進学者数）

【出典】文部科学省「令和元年度学校基本統計」

※大学進学者数には過年度卒業者等を含む。（千人）

流入超過：10都府県
(東京都、京都府、大阪府、神奈川県、福岡県、
愛知県、宮城県、石川県、滋賀県、岡山県）

流出超過：37道府県

○大学進学時の各都道府県における流入者・流出者数をみると、流入超過が10都府県、流出超過が37道府県となっている。
○東京都には72,679人、京都府には17,992人、大阪府には6,802人が流入している一方、静岡県からは8,528人、茨城県からは7,451人、
長野県からは5,109人が流出している。

流入超過

（他県からの進学者数
の方が多い）

流出超過
（他県への進学者数
の方が多い）
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（計算式）
（県外からの大学進学者数 － 県内高校から県外への大学進学者数）

（高等学校卒業者数 ＋ 中等教育学校後期課程修了者数）

【出典】文部科学省「令和元年度学校基本統計」

（％） 流入超過：10都府県
(京都府、東京都、宮城県、石川県、大阪府、
福岡県、愛知県、神奈川県、滋賀県、岡山県）

流出超過：37道府県

大学進学時の都道府県別流入・流出率

○大学進学時の各都道府県における流入者・流出者の割合をみると、流入超過が10都府県、流出超過が37道府県となっている。
○流入率が最も高い京都府では、京都府の高校等卒業者の77.4%に相当する人数が他県から京都府内の大学に入学し、流出率が最も高い香川県では、
香川県の高校等卒業者の31.3％に相当する人数が香川県から他県の大学に進学している。

※大学進学者数には過年度卒業者等を含む。

流入超過

流出超過

47



（％）

（出典）文部科学省「学校基本統計」
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各都道府県の高校卒業者における大学進学者のうち県外の大学への進学者が８割を超えている県が８県。
１０年前と比較すると自県外の大学への進学者の割合が増えている県は、１４県。

都道府県別大学進学による流出者の割合（都道府県別）
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各都道府県の県内大学入学者のうち他県の高校からの入学者が６割を超えている県が１８県。
１０年前と比較すると県外高校からの入学者の割合が増えている県は、２２県。

（出典）文部科学省「学校基本統計」

都道府県別大学進学による流入者割合（都道府県別）



１．現状（平成３１年４月）
公立大学 ９３校 うち、公立大学法人立７５法人（８２大学）

２．これまでに設置者変更した大学

大学名 法人設立の地方公共団体 法人化年（私立大学開設年）

高知工科大学 高知県 平成２１年（平成９年）

名桜大学
北部広域市町村事務組合
（名護市ほか）

平成２２年（平成６年）

静岡文化芸術大学 静岡県 平成２２年（平成１２年）

公立鳥取環境大学（旧：鳥取環境大学） 鳥取県、鳥取市 平成２４年（平成１３年）

長岡造形大学 長岡市 平成２６年（平成６年）

山陽小野田市立山口東京理科大学（旧：山口東京理科大学） 山陽小野田市 平成２８年（平成７年）

福知山公立大学（旧：成美大学） 福知山市 平成２８年（平成１２年）

長野大学 上田市 平成２９年（昭和４１年）

公立諏訪東京理科大学（旧：諏訪東京理科大学）
諏訪広域公立大学事務組合
（諏訪市、茅野市ほか）

平成３０年（平成１４年）

公立千歳科学技術大学（旧：千歳科学技術大学） 千歳市 平成３１年（平成１０年）
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私立大学の公立大学化について



%

②２５歳以上の「学士」課程への入学者の割合

③３０歳以上の「修士」課程への入学者の割合 ④３０歳以上の「博士」課程への入学者の割合

% ①２５歳以上の短期高等教育機関への入学者の割合

（出典）OECD Education at a  Glance  (2019）（諸外国）及び 「平成29年度学校基本統計」（日本）。
日本以外の諸外国の数値については、高等教育段階別の初回入学者の割合。
日本の数値については、それぞれ①短期大学、②学士課程、③修士課程及び専門職学位課程、④博士課程として算出（留学生を含む）。

OECD平均

%

OECD平均

OECD平均
OECD平均

%

（2017年）

（2017年） （2017年）

（2017年）

日本の短期高等教育機関、「学士」課程及び「修士」課程における２５（３０）歳以上入学者の割合は、低いものにとどまっている。

高等教育機関における25（30）歳以上入学者割合の国際比較

51



52（出典）一般社団法人日本経済団体連合会「高等教育に関するアンケート」主要結果（2018年4月17日）

産業界における大学等への従業員送り出しの現状と今後
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学士課程において留学生が占める割合は、OECD平均は5.1％であるのに対して、日本は2.6％にとどまる。
修士課程については、OECD 平均は14.5％であるのに対して、日本は8.3％。博士課程については、OECD 平均
は 24.7％であるのに対して、日本は17.8％と、欧米諸国と比較して少ない。
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出典：OECD「Education at a Glance 2019（図表でみる教育2019）」注：我が国の参照年度は、2016年度（平成28年度）。

各国の学生に占める留学生の割合
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（出典）「留学生調査」（日本学生支援機構）を基に作成
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多くの都道府県で外国人留学生数が年々増加しており、全国平均も昨年は平成25年と比較して1.8倍、平成21
年と比較して2.3倍に増加している。

都道府県別外国人留学生数の推移



0

2000

4000

6000

8000

10000

12000

14000

16000

18000

20000

北
海
道

青
森

岩
手

宮
城

秋
田

山
形

福
島

茨
城

栃
木

群
馬

埼
玉

千
葉

東
京

神
奈
川

新
潟

富
山

石
川

福
井

山
梨

長
野

岐
阜

静
岡

愛
知

三
重

滋
賀

京
都

大
阪

兵
庫

奈
良

和
歌
山

鳥
取

島
根

岡
山

広
島

山
口

徳
島

香
川

愛
媛

高
知

福
岡

佐
賀

長
崎

熊
本

大
分

宮
崎

鹿
児
島

沖
縄

日本語教育機関等 専門学校

高等専門学校 短期大学

大学学部 大学院

100000

25000

20000

3,923

382 360

114,833

4,137

427 293
776

6,097

3,236

7,882

12,097

13,084

10,459

2,296

697

1,942

478
1,039

1,937

3,230

10,620

1,458

489

13,230

24,751

11,146

1,413

439 308

3,331

4,656

2,744

547
207

19,296

778

2,062

1,159

3,831

552
1,180

2,167

（人）

1,652

287 441 631

55（出典）「平成30年度 留学生調査」（日本学生支援機構）を基に作成

外国人留学生数が最も高いのは東京都（114,833人）以下大阪府（24,751人）、福岡県（19,296人）と続く。
在学段階別には、全国平均で大学学部（28.3％）、専門学校（22.6％）、大学院（16.8％）となっている。

都道府県別在学段階別外国人留学生数（平成30年）



地域社会の現状・課題と将来予測の共有について

（３）産業構造の現状と今後の地域の産業界等が求める人材需要

56
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（出典）内閣府「国民経済生産確報」 57

名目GDPに占める産業別割合の推移
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第１次、第２次産業の就業者割合は傾向的に縮小しており、就業構造のサービス化が進んでいる。
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58（出典）「国勢調査」（総務省統計局）

産業別就業者構成割合の推移



（出典）「2015国勢調査」（総務省統計局）
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産業別就業者構成割合（都道府県別）



（出典）文部科学省「学校基本統計（令和元年度） 」 60
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大学卒業後の産業別就職者構成割合（関係学科の分類別）



農林漁業作業者が減少する中で、専門的・技術的職業、事務従事者、サービス職業従事者等の割合が高まって
いる。生産工程・労務作業者の割合は低下傾向にあり、職業別にみても就業構造のサービス化が進んでいる。
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61（出典）「国勢調査」（総務省統計局）

職業別就業者構成割合の推移



（出典）「2015国勢調査」（総務省統計局）
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職業別就業者構成割合（都道府県別）



63（出典）文部科学省「学校基本統計（令和元年度）」
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大学卒業後の職業別就職者構成割合（関係学科の分類別）
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（出典）労働政策研究・研修機構「平成27年労働力需給の推計」 ※2030年の推計は経済成長、及び若者、女性、高齢者などの労働市場参加が進むシナリオを前提としている

-13％ ＋29％

+5％

+17%

2030年の産業別就業者数は、2014年と比較すると、医療・福祉で215万人、情報通信業で36万人、その
他のサービス業で21万人増加する。一方で、製造業全体では18万人減、鉱業・建設業では81万人減、卸
売・小売業では144万人減少することが見込まれる。
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産業別就業者数の推移（2014年実績と2030年推計の比較）



（出典）「平成28年経済センサス－活動調査」を基に作成

445

401
421

535

409 409

454

528 519 528

482
498

740

550

436

502
486

510 517

450 456

534

603

488
510

466

585

497

428 432
402 414

482
499 491

462

502

451

405

488

421 418 431 419
393 401

380

536

0

100

200

300

400

500

600

700

800

北
海
道

青
森

岩
手

宮
城

秋
田

山
形

福
島

茨
城

栃
木

群
馬

埼
玉

千
葉

東
京

神
奈
川

新
潟

富
山

石
川

福
井

山
梨

長
野

岐
阜

静
岡

愛
知

三
重

滋
賀

京
都

大
阪

兵
庫

奈
良

和
歌
山

鳥
取

島
根

岡
山

広
島

山
口

徳
島

香
川

愛
媛

高
知

福
岡

佐
賀

長
崎

熊
本

大
分

宮
崎

鹿
児
島

沖
縄

全
国

（万円）

付加価値とは、企業等の生産活動によって新たに生み出された価値のことで
、生産額から原材料等の中間投入額を差し引くことによって算出される。

付加価値額 ＝ 売上高 － 費用総額 ＋ 給与総額 ＋ 租税公課
費用総額 ＝ 売上原価 ＋ 販売費及び一般管理費
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都道府県別の事業従事者１人当たり付加価値額
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66（出典）内閣府経済社会総合研究所「平成28年度県民経済計算」を基に作成

（万円）

550

都道府県別の１人当たり県民所得



８割以上の企業が、海外事業を「強化・拡大」する方向性を打ち出している。８割以上の企業が、海外事業を「強化・拡大」する方向性を打ち出している。
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中期的海外事業展開の見通し



（出典）一般社団法人日本経済団体連合会「高等教育に関するアンケート」主要結果（2018年4月17日） 68

産業界が学生に期待する資質、能力、知識



69（出典）一般社団法人日本経済団体連合会「高等教育に関するアンケート」主要結果（2018年4月17日）

産業界が大学等に求めるカリキュラムや制度・環境
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１０年前と比較して在留外国人数は４０の都道府県で増加している。平成３０年末時点で在留外国人数が最も多いのは東京都で、以
下愛知県、大阪府、神奈川県と続くが、１０年前と比較して在留外国人数が１．５倍以上に増加している県は、北海道、島根県、福
岡県、佐賀県、熊本県、宮崎県、鹿児島県、沖縄県などとなっている。

（出典）法務省在留外国人統計（平成20年は旧登録外国人統計の数値を使用）を基に作成 70

都道府県別在留外国人数の推移



（出典）日本貿易振興機構「2018年度日本企業の海外事業展開に関するアンケート調査（海外ビジネス調査）」 71

訪日外国人を対象としたビジネス（日本国内での販売・サービス提供）について、約6割（59.2％）の企業が
今後のビジネスの拡大に意欲を示した。
（「さらに拡大を図る」企業（20.8％）と「新たに取り組みたい」企業（38.4％）を合わせた数値）

訪日外国人向けビジネスへの取組



（出典）日本貿易振興機構（ジェトロ）「2018年度日本企業の海外事業展開に関するアンケート調査（海外ビジネス調査）」

「外国人を雇用している」企業の割合は45.1％、「今後採用を検討したい」企業の割合は17.8％となってい
る。また、中小企業においても、合わせて約6割（58.6％）と高い割合となっている。
採用方法では、日本国内の外国人を採用した、もしくは検討している企業が多く、留学生を採用は43.9％と
なっている。

72

国内拠点における外国人の雇用状況



（出典）株式会社マイナビ「2020年卒マイナビ大学生Ｕターン・地元就職に関する調査」

地元就職希望（最も就職したい都道府県が卒業高校都道府県に一致）の割合（20年卒の有効回答数7,734名）

73

地元就職希望割合は経年でみると減少傾向の49.8％となっている。
地元大学に進学した学生の地元就職希望割合は69.4％に対し、地元外の大学に進学した学生は33.4％と、地元
外に進学した学生は地元就職希望割合が低い結果となっている。

大学生のＵターン・地元就職希望率の推移



各エリアに関しては①出身高校エリア、②進学先大学エリア、③最も就職したいエリアで集計。
例：東北６県いずれかの高校を卒業し、同じく６県のいずれかの大学に進学した学生は地元進
学学生として集計。

（エリア）
北海道（北海道）、東北（青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県）、関東（茨城県、栃木県、群馬
県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県）、甲信越（新潟県、山梨県、長野県）、東海（岐阜県、静岡県、愛知
県、三重県）、北陸（富山県、石川県、福井県）、関西（滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山
県）、中国（鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県）、四国（徳島県、香川県、愛媛県、高知県）、九州（福
岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県、沖縄県）

74（出典）株式会社マイナビ「2020年卒マイナビ大学生Ｕターン・地元就職に関する調査」

大学生のＵターン・地元就職希望率の推移（エリア別）



75（出典）株式会社マイナビ「2020年卒マイナビ大学生Ｕターン・地元就職に関する調査」

地元就職を「希望しない」「（どちらかといえば）希望しない」と答えた大学生のうち、実現すれば地元就職するか
もしれないものは『働きたいと思うような企業が多くできる』『給料がよい就職先が多くできる』が上位である。

地元（Ｕターン含む）就職を希望しない理由など



76

その他



77（出典）まち・ひと・しごと創生本部ホームページ（https://www.kantei.go.jp/jp/singi/sousei/about/yosan/index.html）

令和２年度 地方創生予算等の体系



78（出典）まち・ひと・しごと創生本部ホームページ（https://www.kantei.go.jp/jp/singi/sousei/about/yosan/index.html）を基に作成

担当府省庁 事業名 金額

内閣府
企業人材等の地域展開促進事業 1.4

地域の担い手展開推進事業 0.5

総務省 地域経済循環創造事業交付金（ﾛｰｶﾙ10,000ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ、分散型ｴﾈﾙｷﾞｰｲﾝﾌﾗﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ） 9.0

外務省 地域の魅力海外発信支援事業 0.3

文部科学省 地域イノベーション・エコシステム形成プログラム 36.2

厚生労働省

新卒応援ハローワーク等における支援 88.5

若年者地域連携事業 12.5

地域雇用活性化推進事業 10.3

地方就職希望者活性化事業 6.3

地域雇用開発助成金（地域雇用開発コース） 24.7

地域活性化雇用創造プロジェクト 47.5

中途採用等支援助成金（UIJターンコース） 2.3

地域創生人材育成事業 8.5

農林水産省
農業人材力強化総合支援事業 212.5

漁業人材育成総合支援事業 6.9

経済産業省

ものづくり・商業・サービス高度連携促進事業 10.1

「共創型」サービス・IT連携しえン事業 5.0

地域未来投資促進事業 142.7

現地進出支援強化事業 14.2

中小企業・小規模事業者人材対策事業 11.7

【基本目標① 稼ぐ地域をつくるとともに、安心して働けるようにする】 （億円）

令和２年度 地方創生予算（主な事業）

（注）事業の内容・対象等については各事業で異なることから、全ての事業が活用できるとは限らない。



79（出典）まち・ひと・しごと創生本部ホームページ（https://www.kantei.go.jp/jp/singi/sousei/about/yosan/index.html）を基に作成

担当府省庁 事業名 金額

内閣府

地方創生応援税制（企業版ふるさと納税）の利用促進 0.8

地方大学・地域産業創生交付金 22.5

地方と東京圏の大学生・高校生対流促進事業 1.7

地方創生インターンシップ事業 0.2

地方へのサテライトキャンパス設置等に関するマッチング支援事業 0.1

総務省
地域おこし協力隊の推進 1.5

ふるさとワーキングホリデー推進事業 0.4

文部科学省

専修学校リカレント教育総合推進プロジェクト 4.2

大学による地方創生人材教育プログラム構築事業 2.5

地域との協働による高等学校教育改革推進事業 2.5

地域と学校の連携・協働体制構築事業 67.4

【基本目標② 地方とのつながりを築き、地方への新しいひとの流れをつくる】 （億円）

内閣府
地方創生カレッジ事業 2.8

地方創生に向けたSDGs推進事業 4.7

総務省
地域課題解決型ローカル5G等の実現に向けた開発実証 37.4

ICT人材育成・教育基盤構築事業 0.9

文部科学省
留学生就職促進プログラム 3.7

新時代の学びにおける先端技術導入実証研究事業 4.5

厚生労働省 外国人の就職促進のための総合的支援の推進 10.3

【横断的な目標①② 多様な人材の活躍を推進する／新しい時代の流れを力にする】

令和２年度 地方創生予算（主な事業）

（注）事業の内容・対象等については各事業で異なることから、全ての事業が活用できるとは限らない。


